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うるま市固定資産税の課税免除に関する条例に基づく固定資産税課税免除の概要 

（情報地域制度、産業イノベーション制度、物流特区制度） 

 

 令和４年 8 月 1 日以降、各制度での措置実施計画を県知事の認定及び主務大臣の確認を

受けた青色申告事業者が、令和 7年 3月 31 日までにうるま市内に取得価格用件等を満たし

た資産を新設し、又は増設した場合、固定資産税を新たに課されることとなった年度以降、

最大５年間（措置実施計画の実施期間内に限る）固定資産税の課税免除を申請により受ける

ことができます。 

 

 

○情報通信産業振興地域における課税免除 

○産業イノベーション促進地域における課税免除 

○国際物流拠点産業集積地域における課税免除 

 

 

 

№ 項  目              要      件 

１ 地  域 24 市町村でうるま市内全域 

２ 対象者 認定事業者で青色申告を行う個人事業者・法人 

３ 対象業種 

 

情報通信産業  

電気通信業、ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業、インターネット付随

サービス業 

情報通信技術利用事業 

情報通信産業以外の業種に属する事業者が情報通信の技術を利用する方法によ

り商品又は役務に関する情報の提供を行う事業その他の政令で定める事業 

４ 取得価額 

要件 

情報地域の対象事業の用に供する次のいずれかの設備を新設・増設 

① 取得価額の合計が 1,000 万円超の一の設備を構成する減価償却資産(※) 

② 取得価額の合計が 100 万円超の機械・装置、器具・備品 

(※)減価償却資産（所得税法施行令第６条第１項第一～七号、法人税法施行令第 13 条第１項第一～七号） 

建物及び建物附属設備、構築物、機械及び装置、船舶、航空機、車両及び運搬具、工具、器具及び備品 

５ 対象資産 ① 機械及び装置 ②家屋 ③構築物 ④家屋又は構築物の敷地である土地 

 

（土地については、取得の翌日から起算して１年以内に建物の着手があった場合に限り、かつ直接事業の

用に供する部分に限る。） 

６ 免除期間 最初の年度以降５年間 

７ 申請期間 毎年１月（土日祝祭日を除く） 

  

■ 情報通信産業振興地域における課税免除 
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№ 項  目              要      件 

１ 地  域 県内全域 

２ 対 象 者 認定事業者で青色申告を行う個人事業者及び法人 

３ 業  種 

 

製造業、道路貨物運送業、卸売業、デザイン業、自然科学研究所、電気業（一定

要件あり）、ガス供給業（一定要件あり） 

４ 取得価額 

要件 

対象区域内において次のいずれかの設備を新設・増設 

① 取得価額の合計が 1,000 万円超の特別償却適用設備(※) 

② 取得価額の合計が 100 万円超の機械・装置、器具・備品 

(※)特別償却適用設備（租税特別措置法第 12条第 1項の表の第 2号、同第 45 条第 1 項の表の第 2号） 

機械及び装置、器具及び備品（専ら開発研究の用に供されるものその他政令で定めるものに限る。）並び

に工場用の建物その他政令で定める建物及びその附属設備 

５ 対象資産 ① 機械及び装置 ②家屋 ③構築物 ④家屋又は構築物の敷地（土地） 

 

（※土地については、取得の翌日から起算して１年以内に建物の着手があった場合に限り、かつ直接事業

の用に供する部分に限る。） 

６ 免除期間 最初の年度以降５年間 

７ 申請期間 毎年１月（土日祝祭日を除く） 

 

№ 項  目              要      件 

１ 地  域 ①中城湾港新港地区 ②仲嶺・上江洲地区 ③平安座地区 

２ 対 象 者 認定事業者で青色申告を行う個人事業者及び法人 

３ 業  種 

 

国際物流拠点産業 

製造業、道路貨物運送業、卸売業、特定の無店舗小売業、特定の機械等修理業、

特定の不動産賃貸業、航空機整備業 

４ 取得価額 

要件 

対象地域内において次のいずれかの設備を新設・増設 

① 取得価額の合計が 1,000 万円超の国際物流拠点産業の用に供する特別償却

適用設備(※) 

② 取得価額の合計が 100 万円超の機械・装置 

(※)特別償却適用設備（租税特別措置法第 12条第 1項の表の第 3号、同第 45 条第 1 項の表の第 3号） 

機械及び装置並びに工場用の建物その他政令で定める建物及びその附属設備 

５ 対象資産 ① 機械及び装置 ②家屋 ③家屋の敷地である土地 

 

（※土地については、取得の翌日から起算して１年以内に建物の着手があった場合に限り、かつ直接事業

の用に供する部分に限る。） 

６ 免除期間 最初の年度以降５年間 

７ 申請期間 毎年 1月（土日祝祭日を除く） 
 
 

 

 

 

■ 産業イノベーション促進地域における課税免除 

■ 国際物流拠点産業集積地域における課税免除 
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申請に関する留意事項等 
 

 

【留意事項】 
〇資産の取得前までに県知事の認定及び主務大臣の確認を受けなければ課税免除は受け

られません。 

○対象資産とする敷地については、取得日の翌日から起算して１年以内に家屋又は構築

物の着手があったものであり、かつ、直接事業の用に供する部分に限ります。 

〇「産業イノベーション促進地域」、「国際物流拠点産業集積地域」の要件となる建物付属

設備については、建物と同時取得したものに限られます。 

 ○過去に課税免除の適用を受けた既存事業についても、適用期間中（５年間）は毎年度の

申請が必要となります。 

〇申請様式については、うるま市 HP（ページ「うるま市企業誘致優遇措置案内」）に添

付しますので、ダウンロードをお願いいたします。申請書の記入例については 5 ペー

ジ目に添付していますのでご参照ください。 

 ○「提出書類チェックシート」も HP に添付いたしますので、参照のうえ、提出漏れがな

いか必ずご確認ください。 
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